Some Notes on Protectionism (III) : Infant Industry Argument by 山本 繁綽 & Yamamoto Shigenobu
保護貿易理論に関する若干の覚書(III) : 幼稚産業
保護論について
著者 山本 繁綽
雑誌名 關西大學經済論集
巻 17
号 3
ページ 401-424
発行年 1967-09-25
その他のタイトル Some Notes on Protectionism (III) : Infant
Industry Argument
URL http://hdl.handle.net/10112/15258
401 
研究ノート
保護貿易理論にかんする若干の覚書(][)
—幼稚産業保護論について―
山本 繁綽
1. 幼稚産業保護論の基本的性格
幼稚産業保護論 InfantIndustry Argument for Protection, Protection to Nascent 
Industries (あるいは新興経済論 YoungEconomy Argument)はアレクサンダー・ハ
ミルトン1), フリードリッヒ・リスト 2)以来，国際経済学の分野において永い歴史と強固
な伝統を持つものであり，また， JS.ミル3)を始め多くの正統学派経済学者によって広く
承認されてきたものである。しかし，論者の多くによるためか，その内容はかなり漠然と
したもののように思われる。先ずここでは幼稚産業保護論の基本的性格を明らかにし，他
の種の保護貿易理論とどの点が異るかを考察することにしよう。
ジョンソン4)は保護貿易理論を経済的保護貿易理論と非経済的保護貿易理論に分け，こ
の差は保護が経済的厚生すなわち実質所得を増加させるかどうかによると定義した。そし
て経済的保護貿易理論は (1)幼稚産業保護論， (2)市場の歪みの理論（国内市場失敗論）Do-
mestic Distortion Argumentおよび (3)交易条件論議 Termsof Trade Argument (そ
の現代版としての最適関税論 OptimumTariff Theory)の3種であるという5)。
このように幼稚産業保護論は経済的厚生あるいは実質所得（生産）増加効果を持つ純粋
に経済的な保護貿易に対する主張である。
何故に幼稚産業保護論は実質所得増加効果を持つか。周知のように，比較生産費説は自
由貿易が参加各国の経済的厚生を最大にすることを証明し，この観点から如何なる保護
も自由貿易に劣ることを明らかにする。しかし，比較生産費説は純粋に静学的な命題であ
る。ある時点において生産費が高くて国際的に比較劣位にあっても，将来生産費逓減，収
益逓増が見込まれる産業であれば，直ちに自由貿易を行なってその産業の成長の芽を摘み
とるより，暫時保護を与えて生産費逓減の成果が充分現われて後，自由貿易を行なう方が
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当事国にとってはもちろん世界全体としても実質所得を高める場合もあるであろう。これ
が幼稚産業保護論の基本的な意図であり，実質所得増加効果を持つというのはこの理由に
よる。このように幼稚産業保護論は自由貿易を否定するのではなく，長期的には比較生産
費説にもとずく自由貿易が最も有利な体制であることは承認する。したがって比較生産費
説と矛盾する考え方ではなく，比較生産費説の静学性を補完するものであるといえよう。
また究極的に自由貿易の利益を求めるものであるから，幼稚産業保護論における保護は一
時的なものであって永久保護であってはならない。
以上，幼稚産業保護論のいろいろな性格を明らかにしたが， 1つの基本的な性格はその
産業が生産費逓減，厳密には長期平均費用逓減の法則にしたがうということである。周知
のように，生産費逓減は内部経済と外部経済の両者による。
伝統的な幼稚産業保護論は内部経済による生産費逓減を｛反定してきた。しかも， ミルの
「熟練と経験 skilland experience6)」以来， 労働の質を高めるとか，知識を獲得させ
るとかいったいわば無形の要素による内部経済を仮定してきたように思われる。しかし，
現在ではこうした要素は主として企業内の職場訓練on-the-jobtraining..,)によって行な
われるよりは寧ろ，学校教育によって行なわれているであろう。
それよりも規模の経済（大規模生産）の実現による有形の要素の内部経済効果の方が遥
かに大きく，かつ現実的であるように思われる。また現在では知識の獲得は新しい機械の
使用に関するものであり，新しい機械は通常大規模生産を必要とする場合が多いであろ
う。要するに，幼稚産業保護論における生産費逓減を何も経験や知識の習得といった理由
に限定する必要はない。
次に，外部経済による生産費逓減の場合はどうであろうか。一般に幼稚産業保護論と外
部経済による保護論とは分けられ，それは外部経済による保護論は永久保護を容認する点
において幼稚産業保護の一時保護の性質に反するからだという 8)。また，ハーバラーやジ
ョンソン9)は幼稚産業保護論と外部経済による保護論とは分けて図示し，前者は変形曲線
そのものがシフトする場合であるのに対し，後者は変形曲線の形状による場合と区別し
た。これらで外部経済という場合，純粋に静学的な外部経済を考えているようである
が，寧ろ外部経済が重要な役割を果すのは開発途上国の工業化の過程においてであり，こ
の意味において動態的なものである。周知のようにヴァイナー10)は外部経済を技術的外
部経済 technologicalexternal economyと金銭的外部経済 pecuniaryexternal eco-
nomyとに分けた。シトフスキー11)は前者は単なる静学的な市場メカニズムと両立しな
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い生産者相互の依存関係であるが，後者は広く市場メカニズムを通しての生産者相互の依
存関係を含むものであり，経済発展の過程で重要なのは後者であることを明らかにした。
バーダン12)は同様な分類を水平的外部経済， horizontalexternal economyと垂直的外
部経済 verticalexternal economyと名付けた。これら経済発展の過程で創造される外
部経済は発展のある段階では大きく創造されるが，ある段階では創造されなくなることも
生じるであろう。この点，内部経済が大きく生じる段階もあれば，生じなくなる段階（長
期平均費用曲線が横軸に平行になる）もあるというのと全く同様で，外部経済による保護
が永久保護とは必ずしもいえなくなるのである。また，現実の問題として内部経済による
生産費逓減と外部経済による生産費逓減とは区別され難い場合の存することも指摘してお
きたい。
いままで，外部経済を受ける場合を仮定してきたが外部経済を与える場合も考えられ
る。外部経済とはいうまでもなく生産者Aから生産者Bへの私的補償のない用役の提供で
あり，したがってその分だけAの私的生産費を社会的生産費に比ぺて高く，同じことである
がAの私的収益を社会的収益に比べて低くする。 Bにとってはその逆である。この場合，
政府の政策によって私的生産費と社会的生産費，あるいは私的収益と社会的収益のかい離
をなくするようにもっていくことが望まれるであろう。外部経済のために保護が主張され
るのはこの点においてでもある。すなわち，外部経済を創造する産業（上記Aの如き）に
保護を与えて，その高い私的生産費を補償するためなのである。この場合の外部経済によ
る保護は内部経済による保護とその観点が全く異ることを強く指摘しておきたい。
さて，当初の問題に戻ろう。問題は幼稚産業保護論が外部経済を与えるばあいの保護，
すなわち外部経済を創始する産業に対する保護を含むであろうか。一般に内部経済効果の
大きい産業は外部経済創造効果も大きいと考えられる。何故なら，内部経済による生産物
価格の低下はそれを原料とする産業に金銭的外部経済を与えるからである。ミル以来の幼
稚産業保護論の中心的な問題である知識の獲得にしても，それが新しい知識あるいは技術
の開発であれば当然外部経済創造効果を伴うであろう。すなわち他の企業あるいは産業に
おいて模倣されるからである。この点に着目したのが後述するケムプ13)である。かくて
内部経済による保護と外部経済による保護とは切り離せるものではない。幼稚産業保護論
は当然，外部経済による保護をも含むものである14)。
要するに，幼稚産業保談論は内部経済が存する場合のみならず外部経済が存する場合を
も対象にするものであり，内部経済，外部経済によって将来の生産費の低下が予想されるた
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めに，外部経済の場合は特に高い私的生産費を補償するために保護を主張する理論である。
そうすると，幼稚産業保護論と先のジョンソンのいう経済的保護貿易理論の 1つである
市場の歪みの理論（国内市場失敗論）とはどう異るか。市場の歪みの理論は，外部経済，
賃格金差，独占，賃金硬直性等市場メカニズムを阻害するいろいろの制度的要因に対し
て，セカンド・ベスト理論の適用として保護を主張するものである15)。 このように市場
の歪みは外部経済だけではない。しかし，賃金格差の場合工業部門の高賃金の中には工業
技術をうるに必要な教育費や，農村から工業地帯への移動費等労働者自身が負担しなけれ
ばならない部分が含まれていると解される場合は，もしこの部分を政府で負担し，その代
り格差を解消させるとすればそれは外部経済創造産業を保護するのと同じことになるであ
ろう 16)。更に，他の市場の歪みについて同じことがいえるとすれば，幼稚産業保護論と
市場の歪みの理論との差がなくなるといえるかもしれない。しかし，幼稚産業保護論はそ
の見方が動学的という点に特徴を持っている。経済全体として，内部経済，外部経済ある
いは場合によっては他の市場の歪みが時間的にどのように変化するかに着目するのであ
る。これに対して，市場の歪みの理論は各種の市場の歪みを静学的に取扱うのであり，こ
の点が幼稚産業保設論と異るというべきであろう。
最後に交易条件論議（最適関税論）との差異であるが，幼稚産業保護論，市場の歪みの
理論がともに国内市場の歪みを仮定しているのに対し，交易条件論議は国際市場の歪みを
仮定していると考えられる。1・7)普通交易条件論議はオファー曲線を用いて論じられている
が，オファー曲線を用いること自体，双方独占の場合を仮定しているにほかならない。国
際市場が競争的ではないのである。
(1) A. Hamilton, Report on Manufactures, 1791. reprinted in The Works of 
Alexander Hamilton, ed. by H. C. Lodge, 2nd ed., 1903, in F. W. Taussig, 
Selected Readings in International Trade and Tariffs Problems, Bbston, 1921 
and in Alexander Hamilton's Paper on Public Credit, Commerce, and Finance, 
ed. by S. Mckee Jr. N. Y. 1934, 1957. また，藤井茂『貿易政策』 1967年，千倉書
房，第 5章参照。
(2) F. List, Das nationale System der Politischen Okonomie, Stuttgart und 
Tiibingen, 1841. The National System of Political Economy, trans. by S. L. 
Sampson, N. Y. 1904. 正木一夫訳『政治経済学の国民的体系」 1949年，春秋社，東
京．
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また、北川一雄『経済発展と外国貿易』 1953年，有斐関，東京，第5章参照。
(3) 当覚書第2節 (403ページ）のミルよりの引用箇所参照。
(4) H. G. Johnson, "Tariffs and Economic Development." Journal of Development 
Studies, Vol. I, (Oct. 1954) pp. 6~8. ジョンソンは厳密にいうと EconomicArgu-
ment, Non-Economic ArgumentおよびNon-Argumentの3つに分類する。ここ
で Non-EconomicArgumentというのは工業化，自給化等経済以外の目的を持った
もの， Non-Argumeutというのは1次産品の交易条件低下，その兼気変動が激しい
等による保護論等，このような事態から工業保護の理由が証明されないもの，あるい
は国際収支の困難のための保護のように保護がそれに対する正しい対策でないことが
明らかにされているものである。小田正雄 ["DomesticDistortion Argumentにつ
いての一考察」関西大学経済論集 第17巻2号 (1967年6月） 116ページ参照。
(5) プラックは保護貿易理論を(1)所得分配に影響を与えることを目的とする理論， (2)資
源の利用度や国際収支に影轡を与えることを目的とする理論，および(3)生産と消費の
構成に影響を与えることを目的とする理論の 3つに分け幼稚産業保護論は(3)の分類に
属すとした J.Black "Arguments for Tariffs." Oxford Economic Econemzc Pa-
Pers, Vol. 11 (June 1959) pp. 191~208 
(6) 当覚書第2節 (403ページ）のミルの引用参照。
(7) 企業の負担による労働の質の向上，あるいは知識の獲得は最近の HumanInvest-
mentの考え方によると， specifictrainingに当る。労働者が自己の負担でその将
来の限界生産力を引上げる場合を generaltrainingとに区別している G.S. Becker, 
Human Ca}Jital, 1964. N. Y. National Bureau of Economic Research, pp. 8~28. 
もし generaltrainingの場合であるならば，労働者の質の向上は企業の負担におい
・て行なうのではないから，習得期間の企業あるいは産業に対する保護はこの観点から
は必要でなくなるであろう。
(8) 例えば，渡辺太郎「幼稚産業保護論における若千の問題」 『国際経済』第17号 (19
66) p. 238. これは後述するケムプの基準に対する批判として述べられている。
(9) G. Haberler "Some Problems in the Pure Theory of International Trade." 
Economic Journal Vol. (June 1950) pp. 224~240. H. G. Johnson, "Optimal 
Trade Intervention in the Presence of Domestic Distortions." in Trade, 
Growth, and Balance of Payments (Essays in Honor of Gottfried Haberler) 
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Rand Mac Nally,Chicago, and North-Holland, Amsterdam, pp. 26~30. 山本
繁綽「保護貿易理論にかんする若干の覚書」関西大学『経済論集』第16巻第2号(1966
年6月） 61~90ページ（以下，山本〔 1〕と書く）
UD) J. Viner, "Cost Curves and Supply Curves." Zeitschrift fur Nationalokono-
mie, Vol. II, 1931, pp. 23~46, reprinted in Readings in Price Theory, ed. by 
G. ]. Stigler and K. E. Boulding. 1952 Irwine, Homewood, Il. pp. 198~232. 
Ul) T. Scitovsky, "Two Concepts of External Economies" Journal of Political 
Economy, Vol. 62, (April 1954) reprinted in The Economics of UnderdeveloP-
ment ed. by A. N. Agarwala and S. P. Singh, 1958, 1960, Oxford University 
Press. pp. 293~308. 
(12) P. Bardhan "External Economies, Economic Development, and the Theory 
of Protection." Oxford Economic Papers, Vol. 16, (Mar. 1964) pp. 42~45. し
かし， Bardhanのいう horizontalexternal economyも伝統的な静学的外部経済
と異る。というのは前者は生産が拡張するとともに生じても，縮少するときに見られ
ない。すなわち非可逆性の故に後者と異るのである (p.42)。
(13) 当覚書第 3節 (413~417ページ）参照
閥 例えばミントも「幼稚産業保護論は（高度に劇的なものであるとはいえ）社会的費
用と私的費用のかい離の特定の場合と見倣しうる」 H.Myint, "Infant Industry 
Arguments for Assistance to Industries in the Setting of Dynamic Trade 
Theory" International Trade Theory in a Developing World, ed. by R. F. Harrod 
and Hague. 1963 N. Y. (p. 174) と述べ外部経済による保護理論の 1つの場合であ
ると考えているし，バーダンも幼稚企業がその学んだ知識を無報酬で他の企業に教え
る場合は幼稚産業保護論は外部経済保護論に一致すると (Bardhanop. cit., p. 43)述
べている。この点渡辺前掲論文 p.238の御教示による。 このように幼稚産業保護論
が外部経済効果を含むようになったのはケムプによる反省（当覚書第 3節参照）以後
であり，それによるのではなかろうか。
⑮ 保護の市場の歪みの理論については Johnsonop. cit., (Optimal Trade Interven-
tion) 3~34. 小田前掲論文および山本〔 1〕参照。
16) この点はカフカによる。カフカはこの見地からマノイレスコ，ヘーゲン等の賃金格
差による保護の主張も幼稚産業保護論の特殊な場合となることを指摘した。 A.
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Kafka, "An Economic Justification of Protectionism: Further Comment." 
Quarterly Journal of Economics, Vol. LXXVI (Feb. 1962) pp. 163~66. 
U'I) Johnson (Optimal Trade Intervention) op. cit., p.5交易条件論議については
山本繁綽「保護貿易理論にかんする若千の覚書(II)」関西大学『経済論集』第17巻第1
号 (1967年4月） 105~132ページ（以下山本〔2〕と書く）参照。
2. ミル•バステープルのテスト
この節と次の節とでは保護の対象とされる幼稚産業はどのような条件を満たす産業であ
るかを明らかにすることにしよう。先ず，幼稚産業の選定についてはミル—バステープル
のテスト1)というのがある。それは内部経済による生産費逓減にかんするものである。
ミルのテストの出所であるミルの次の表現はしばしば引用されている。
「経済学の原理上よりして保護関税を認むべき場合はただ1つあるのみ。すなわち内国
の事情に適当せる外国産業を国内に移植するために一時（特に発達中の幼稚国に於て）保
護関税を課する場合がこれである。或産業に於て一国が他国に優っている原因がただ，こ
れを早く着手したというに止まることが往々ある。また，一国に固有の優利があり他国に
固有の不利があるというのではなく，ただ現在，熟練と経験を多く積んでいるに過ぎない
ということもある。かかる熟練と経験を未だ得るに至らない国も，或はこの産業上の先進
国よりその他の点では生産上却って好適かもしれない。なお．またレー氏の至言の如く，
およそ如何なる生産部門に於ても，その試験を新たなる条件の下に於て行なうほど，改良
を進むる傾向の著しいものはない。さりながら，荀もこの製造業を新たに招来するについ
ては，危険を冒しまたは損を蒙るものであって，かかる負担に耐えつづけ，生産者を育て
上げ遂に伝統ある国々と同じ水準に達せしむというようなことは私人の独力にては迎も期
待し得られるものではない。随って，相当の期間に亘って保護関税を課するということは
一国が斯かる実験を支援する方法としては，ときに最も無難なのかもしれない。しかし．
かかる保護を与うべき場合はただ，その育成する産業が一時を経れば確かに保護なしでや
ってゆけるという場合に限らねばならぬ2)」。
ヴァイナーによれば，これと類似の表現はミル以前においても多く見られることが示さ
れている3)。
これは要するに，保護の対象とされる産業は当初比較劣位の産業であるが，保護によっ
て一定の期間を経れば比較優位の産業に転じる見込のある産業に限らなければならない。
33 
408 縣西大學『網済論集』第17巻第3号
このミルのテストは次のように図示される。以下通常の部分均衡論的な需要，供給曲線を
用いて分析する。したがって，先に幼稚産業保護論は動学的な取扱いを特徴とするといっ
たが，ここでは比較静学的な分析によることになる。第1図の横軸はX財の需要・供給量，
縦軸はX財の相対価格を示す。 D線は国内需要曲線， S線は国内供給曲線，そしてPP線
は外国（他の世界各国全体）の供給曲線を示す。この場合，外国は世界各国全体からなっ
ていてこの国に対し巨大な供給力を持っと考えられるので，外国供給の弾力性が無限大と
仮定されている。したがってPP線は国際市場におけるX財の相対価格を幅に持つ横軸に
平行な直線である。
?
?
?
? ?
?
第 1図
さて，この国は最初X財を 0なだけ消費し，そのうち Ox.を国内生産し， x,x,を輸
入するであろう。いま， X財産業が幼稚産業と選定され， X財の輸入に禁止的関税が課せ
られるとしよう。このことは外国の供給曲線 PPを関税額を含めた （従価税で PP'/OP
が関税率） p,p, にシフトさせるであろう。そして， Oxhの景で国内需要と国内供給が均
衡するであろう。
ところで；保護によってX財産業が育成され,X財の国内生産が増加するとともに，生
産費を低下していくとしよう。このことはX財の国内供給曲線を右方にシフトさせるであ
ろう4)。先ず，供給曲線がS*線となる場合は国際価格と国内需給価格とが等しく，完全
輸入代替が行なわれる場合である。更に，供給曲線が S'線となる場合は国内需給価格は
国際価格より低下し， X財は比較優位の輸出産業に転化した場合である。その場合に
Ox/を国内生産し， x,x.'を輸出し， Ox,を国内消費するであろう。なお，外国需要
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の弾力性が無限大であると仮定されている。
さて， ミルのテストを満すためには国内供給曲線がS*にシフトすればよいのか， S'
までシフトしなければならないのかという問題が残る。すなわち，保護によって国内生産
が増大し輸入代替の役割を果せばミルのテストに合格することになるのか，さらに，輸出
産業に転化しなければ合格することにならないのであろうか。ミルはこの点に関して先に
引用したところに「伝統ある国々と同じ水準に達せしむ」と述べているので二様の解釈が
成立つのである。わたくしは，後者の状態になることが必要であると思う。すなわち，幼
稚産業とは保護によって輸入代替を達成するとともに，将来輸出産業に転化する産業でな
ければならないと思う。それは次の理由にもとずく。
第 1に，幼稚産業保護論の基本的な性格は前節で明らかにしたように，比較生産費説と
矛盾するものではなく，ある意味では比較生産費説を補充するものである。すなわち，最
初から自由貿易を行なうよりも一時保護を与えて後，自由貿易を行なう方が当事国はもち
ろん世界全体としても有利であることを示す。このように幼稚産業保護論は自由貿易を否
定するのではなく，長期的な意味の貿易の利益を最大にすることを目的とし，そのために
実質所得を高めるという意味の経済的保護貿易理論に含まれるのである。しかし，幼稚産
業保護論が輸入代替の効果のみを求めるならば，それは自給化の理論であり，自由貿易を
否定し，比較生産費説と完全に矛盾するものになるであろう。そして実質所得を高めると
いう意味の経済的保護貿易論とはいえなくなるであろう。
第2に保護によって輸出産業に転化せず輸入代替を果すだけでも，その産業は成長して
いるのであるから，貿易の利益はともかく，明らかに成長の利益はえられよう5)。もしこ
の成長の利益が保護を行なう以前の自由貿易時における貿易の利益を上回るならばそれで
幼稚産業保護の目的が達成されたといわれるかもしれない。しかし，成長の利益は全く保
護なくても，自由貿易によって当初の比較優位産業に特化し，その成長によってもえられ
るかもしれない。そして，いずれの場合の成長の利益が大きいかは一概にいうことができ
ないのである。
第3にわが国の経済発展の過程において赤松要博士が産業発展の雁行形態6)として捉え
られたように，多くの産業においては最初その財の輸入が増加し，次に国内生産が増加
し，最後に輸出が増加するという事実が見られる。もしそうであるならば，国内生産の増
加は必然的に輸出の増加と結びついており，輸入代替と輸出産業への転化は時間の問題
で，区別されるものではなくなるであろう。
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以上， ミルのテストについて述べたが，幼稚産業の選定はしかし，輸出産業に転化する
というだけでは不充分である。バステープルはその著『諸国家の貿易』において次のよう
に述べた。
「(1)保護されている産業が一定期間後自立するようになること。 (2)最後に生じる利益が
保護期間中に生じる損失を上回ることを証明することが必要である7)。」
これがバステープルのテストで，上の引用にも明らかなようにバステーブルのテストは
ミルのテストを包含するものであるから，以下においてミルーバステーブルのテストと呼
ぶことにしよう。
しかし， ミルーバステーブルのテストにおいて，利益と損失は時間的に異るから「最後
に生じるコストの節約が保護習得期間中の高いコストをその社会に対して補償すること，
特に適切な時間割引率が初期の高いコストと最後に生じるコストの節約に適用され，しか
もなおその商品が生産されるに値するかという条件が必要である8)」。すなわち， ミルー バ
ステープルのテストは保護による損失額と将来えられる利得額とをいずれも現在価値にな
おして比較して，後者が前者を上回ることが必要である。前記のミルのテストを示した需
給曲線を用いてミルーバステーブルのテストの条件を示してみよう。
Aが最初の完全保護のときの国内需給の均衡点， Eが保護を止め自由貿易に復帰した後
の任意の時点における国内需給の均衡点であるとしよう。もし，X財の量で表わせば保護に
よって失う貿易利益は勾X4であるが，保護廃止後の自由貿易によってえる利益は Xh'Xs'
である。ミルーバステーブルのテストの条件は後者の時系列の値が前者の時系列の値より
D 
p£》' ニ-p' A"'iC ! I B~s f 
H 
F 
G 
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X 
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大きいかどうかに依存している。ここではマーシャル的な消費者余剰，生産者余剰の概念
を用いて利益，損失を表わそう9)。第2図で最初の自由貿易の状態（均衡点B)から禁止
的関税による保護（均衡点A)によって ABPP'で表わされる消費者余剰の減少と AC
pp, で表わされる生産者余剰の増加が生じる。したがって，正味の損失は ABC(=a)の
面積で表わされよう。なお，この場合禁止的関税を仮定しているので関税収入の増加の支
出効果は考慮する必要がない。さて，関税による保護によって供給曲線が右にシフトし，
それが B と交わる点で関税は打切られ，自由貿易を進めてS'になるとしよう。（均衡点
E)この場合と最初の自由貿易の場合とを比較すると BEHPで表わされる消費者余剰の
増加と， EGH—CFPで表わされる生産者余剰の増加を生じる。そして，正味の利益は BE
GFC(={i)の面積であらわされる。このような損失は保護期間中の毎期，利益は自由貿
易に復帰して後毎期生じるのであるから，適当な時間割引率 rよって，いずれも現在価
値に直して表わすとミ Jレーバステーブルの条件は次のように表わされるであろう。
~ct; < f /3; 
i=1 (l+r) i i=k+1 (l+r) i 
すなわち，保護期間中の損失の現在価値が保護廃止後の利益の現在価値より小さいこと
が必要である。なお l~k期は保護期間である。
この式から， 仮りに幼稚産業の存続期間が無限大であっても， 常にはミルーバステープ
ルのテストの条件が満されないことが判る。なぜなら， 1/(l+r)は常は零より大であるが
1より小さな数であるので，上式の右辺は一定の値に収束し，右辺が左辺より常に大にな
るとはいえないからである。
以上，幼稚産業の選定についてのミルーバステープルのテストについて簡単に説明した
が，これについて次のいくつかの点が批判されよう。
第1は幼稚産業の選定についてよくいわれていることであるが， ミJレーバステープルの
テストについてもそれが総て将来の予想あるいは見込みに依存する点において極めて不確
実な要素を含むということである。先に示したように， ミルーバステープルのテストは内
外両国の生産費の将来の予想と予想割引率とに依存している。そして，幼稚産業保護を必
要とするような開発途上の国においては特に予想は不確実である。また，第 I'第2図で
は簡単化のために外国の予想生産費が一定であると仮定してきたが，外国の生産費も国内
の生産費と平行して低下するかもしれない。かくて，幼稚産業の選定は容易なものではな
い。
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第2の点は幼稚産業の選定とミルーバステープルのテストの条件とが独立ではないとい
うことである。それは次のような場合である。例えばある産業が当初ミルーバステープル
のテストに合格しないとしよう。それにも拘わらず，もしこの産業が幼稚産業として政府
の保護が与えられるならば，将来のリスク・プレミアムは低下し，当初より低い予想割引
率が適用されることになり， ミルーバステープルのテストに合格するようになるかもしれ
ない10)。このように保護の選定によってその条件が変るものであるならば， ミル—バステ
ープルのテストは必ずしも保護選定のための条件とはいえなくなるであろう。
第3の点は保護期の損失の大きい産業ほど自由貿易後の利益が大きいということであ
る。一般に内部経済とくに規模の経済による生産費の低下は装置産業すなわち固定費用の
大きい産業ほど著しい。そうした産業では初期の生産費が高いかわりに，将来の生産費の
低下も大きく，第2図で示すと dの面積も大きく，また flの面積も大きい。もし，この
ことが多くの産業についていえるとすれば，幼稚産業選定にかんするミル—バステープル
のテストは余り重要性を持たなくなるであろう。 d の面積の大きい産業は flの面積も大
きく，逆に， d の面積の小さい産業はflの面積も小さくて，各産業についてミルーバステ
ープルのテストの結果は余り違わなくなるからである。そして，投資基準論 investment
criteria 11) におけるように，外部経済の創造等の他の基準が要求されるであろう。
(1) ミルーバステーブルのテスト Mill-Bastabletestの内容は幼稚産業選定のための条
件として古くからいわれてきたものである。しかしその名称はケムプによる。 Kemp,
op. cit., p. 65 
(2) J.S. ミル，戸田正雄訳『経済学原理5』昭和14年，春秋社， 210~11ペー ジ。
(3) 例えばアーサー・・ドップスという人は次のように述べている。「概していえば奨励
金は次の場合にのみ用いられるべきものである。すなわち，その幼児期にある製造業
およびその他もろもろの改善を増進せしめるために，またそれを海外に知らしめ，そ
して外国と通商を開くようにせるために。もし．それらの改善がなされた後において
も，なお，一人立ちして歩くことができず，すなわち，他国の同じ商品に対して安く
生産することができないならば，上記のことを敢て行なうは無駄というべきである。」
(Arther Dobbs, An Essay on Trade and Improvement, 1729, Part I, p. 65.) 
これは J.Viner, Studies in the Theory of International Trade, Allen and 
Unwin,'London, 1955. p. 72による。 Vinerはこのほか2,3の同様の文例を挙げ
ている。
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(4) ここでは簡単化のために国内需要曲線Dは固定されているが，本来は経済の発展に
よって国内需要曲線も右方ヘシフトするであろう。しかし国内需要曲線のシフトの方
が国内供給曲線のシフトより小さい限りここでの結果は変らない。
(5) 成長の利益と貿易の利益とは変形曲線と社会的無差別曲線からなる通常の貿易モデ
ルにおいて，成長の利益は変形曲線の拡大による所得増加の効果，貿易の利益は変形
曲線は不変として価格変化の効果として区別して把握することができる。 Johnson,
"Optimal Trade Intervention" op. cit., pp. 12~14山本．〔 I〕pp. 68~9参照。
(6) 赤松 要『経済政策』 1950.新紀元社pp.162~63.雁行形態論の詳細は赤松要『経
済新秩序の形成原理』また， K.Akamatsu, "A Theory of Unbalanced Growth 
in the World Economy." Weltwirtschaittic加~Archiv, Vol. 26, No. 2, (1961) 
pp. 196~217. 
(7) C. F. Bastable, The Commerce of Nations (1891) 9th ed. revised by T. E. 
Gregory. 1923, Methuen, London, p. 142. 
(8) M. C. Kemp, T. 加 PureTheory of International Trade, 1964, Prentice-Hall, 
Englewood N. J.・p. 186. 
(9) このような図による説明は H.G.Johnson教授の講義に負う。
UOl バーダンも同様な点を指摘している。 Bardhanop. cit., p. 44. 
Ul 時系列的な観点からの投資基準論としては0.Eckstein, Investment "Criteria for 
Economic Development and the Theory of Intertemporal Welfare Economics." 
Quarterly Journal of Economics, Vol LXXI, (Feb, 1957) pp. 56~85. A. K. Sen, 
"Some Notes on the Choice of Capital-Intensity in Development Planning." 
Quarterly Journal of Economics, Vol. LXXI, (Nov. 1957) pp. 561~584. 等参照。
3. ケムプの基準1)
ケムプの基準は外部経済の創造に関するものであり， 生産費逓減によるミルーパステー
プルのテストと観点が異る。ケムプはミル—バステープルが産業と企業との間の区別をし
ていないことを指摘し，たとえミルーバステープルのテストに合格した意味での幼稚産業
であっても，企業によっては保護が必要でない企業の存することを指摘した。
ケムプ2)は企業に内部的な習得過程 learningprocessと企業に外部的な習得過程と
を区別する。現実に生産を行なう企業が知識あるいは経験を学んで利益を得る場合，その
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知識あるいは経験がその企業にのみ利用できる性質のものであるならば，習得過程はそ
の企業にとって内部的といわれる。しかし，その知識あるいは経験が私有されず，新しい
参入者によって享受されるものであるならば，すなわちそれが自由財となるものであるな
らば，習得過程はその企業にとって外部的といわれる。
いま，習得過程が企業にとって内部的であるとしょう。そうすると後発企業は同じ生産
費で新規参入することは困難である。ミルーバステープルのテストに合格していることが
仮定されているので，企業が保護されないで習得期間中損失を蒙っても，その企業は将来
この損失を補償して余りある利益をえるから保護は必要でないであろう。要するに習得過
程が企業に内部的な場合は，その企業は初期の損失を自力で取返すことができるのである
から，政府は何も保護する必要はないというのである。もちろんこの場合常に保護不必要
というわけではない。後述するようにそれはいくつかの条件に依存する。
一方，習得過程が企業に外部的であるならば異った結論が導かれるであろう。その場合
は先発企業は自己の開発した知識あるいは経験を後発企業と共有しなければならなくな
る。すなわち，新規参人は自由となり，市場は競争的となる。かくて産業としては前述の
ミル—バステープルのテストに合格しても，個々の企業にとっては習得期間中の損失を取
返すことができず，投資を企てる私的な誘因は不充分なものとなろう。したがって政府に
よる保護が必要となるのである。
以上のことを図で示そう3)。第3図においてDD'線は国内企業の平均費用最低点の時
系列を示し， WW'線は外国企業の平均費用最低点の時系列を示す。そして横軸は時間を
示す。いま，保護が関税の形で行なわれ，最初の時点 toにおいて DW/toWの従価税
w L-¥, 
[)~ 
t。 ，?←? t (時同）
第 3図
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率が課せられ．時点tiに至ってその率が零になるように続継的に減少するとしよう。問題
はti以後国内企業がどのような価格を採用するかということである。すなわち， DD'線
の下に価格が決められれば損失を蒙るであろうし， WW'線より上には決められないであ
ろう。国内企業の決定する価格は DD'線と WW'線の間に存在することになる。
先ず，習得過程が企業にとって内部的な場合は，先に述べたように後発企業が同じ生産
費で参入することが不可能であるから，先発企業は QD'とQW'との間に任意に価格を
決定することができる。たとえば QDHと決めるとしよう。 QD'と QD'との間隔が利
潤である。この QDHの位置は， (1)DD'線の勾配，すなわち平均費用最小点が時間的に
変化する速度， (2)各平均費用最小点の側面的な動き， (3)平均費用曲線との交点以後の各限
界費用曲線の勾配，および(4)その産業の製品に対する世界需要の弾力性に依存するであろ
う。そして QD"の位置が QD'に接近し．したがって利潤が薄くて最初の損失をカバー
できなければ保護が必要であろうが，そうでなければ保護は必要でない。
しかし，習得過程が企業にとって外部的な場合は，後発企業は先発企業と同じ生産費で
生産することができるので，総ての企業の国内価格は QD'に等しくなり，利潤は得られ
ない。この場合如何なる企業も最初の損失を負担することができず，保護はこの企業の育
成に絶対必要となる4)。
ケムプの基準の特質はミ）レーバステープルのテストを合格しても習得過程が企業に内部
的であれば保護は必要でない，習得過程が企業に外部的な場合にのみ保護が必要な場合が
存在するというのである。これは外部経済という言葉を使ってはいないが，より一般的に
いうと第 1節で明らかにした外部経済創造企業に対する保護理論である。また，ケムプの
基準は企業にかんするものであるが，これもミルーバステープルの場合のように産業に関
するものと考えて別に困難はないであろう。かくて一般的にケムプの基準は次のようにい
うことができる。 ミルーバステープルのテストに合格する産業でも保護は必ずしも必要で
はない。保護が必要とされるのはミル—バステープルのテストに合格する産業で，その拡
張が他の産業に外部経済を創造して私的生産費と社会的生産費との間にかい離を発生させ
る場合だけである。そして，そのような外部経済効果は産業の幼児期においては著しいと
考えられる5)。
ケムプの基準については次のいくつかの点が批判されよう。
第lの点は習得過程が企業に内部的な場合は企業は初期の損失を自力で取返すことがで
き，保護の必要がないであろうという問題である。渡辺教授も指摘されるように6), 将
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来の利益が如何に大きくても信用の供与は無限には考えられず，自己の資金では当面の損
失の重荷に堪えられない企業もあるだろう。また，先発企業が開いた分野に後発企業の新
規参人が困難であると同じ事情が先発企業が新しい分野を開くのに働くかもしれない。藤
井教授によると7)どちらかいうと独占化する企業ほど将来の発展の見込が大きく確実であ
るから幼稚産業としての条件がより多く備っているといわれる6これが保護を必要とする
のは金融能力という制限による場合もあろうし，国内的に独占企業となっても，国際的に
独占力を持たない場合もあろう。独占化の弊害はまた別に阻止すればよいのである。かく
て，ケムプの基準は制度的要因を考慮に入れると厳重に過ぎ，現実的でないところが多い
といえよう。
第2の点はコーデン8)も論じているように，企業の創造する外部経済が必ずしもその産
業内に限られない場合である。特定の企業の創造する外部経済は総ての産業に一様に広が
るかもしれない。そして，いろいろな企業（産業）の拡大は総ての産業にしたがって一国
の社会的生産費を引下げるであろう。かくて問題は幼稚産業から幼稚経済 infanteco-
nomyへ拡張されるというのである。しかし，幼稚産業保護論が幼稚経済保護論へ発展す
れば，それはひるがえって幼稚産業保護論否定の結果を生むであろう。なぜなら，特定の
産業を育成する目的で高率の関税を設けるよりも，諸産業全体の生産物に均一の関税を課
してその制約内で比較優位にもとずいた国際特化を行わすのが最もよいことになるからで
ある9)。輸出を続けていくためには，幼稚経済保護という理由によっても総ての産業に禁
止的関税を課すということはできない10)。
第3の点はケムプの基準は外部経済効果を問題とするが，外部経済の概念自体内容の明
確を欠くのみならず，その算定が容易でないという点である11)。 したがって， それに依
存するケムプの基準は実用性を欠くといえよう。
(1) この節において Kemp."The Mill-Bastable Infant-Industry Dogma"をKemp
〔1〕とし， Kemp,The Pure Theory of International Trade, Chapt.'12 を
Kemp (2〕とする。 （いずれも前に引用済） Kemp 〔幻は Kemp(1〕を説明し
直したものである。
(2) Kemp⑫〕の説明による。
(3) Kemp 〔りの説明による。
(4) 以上の説明は生産費逓増の場合を仮定による。 Kemp〔りにおいてはこのほかに
生産費逓減の場合と生産費一定の場合とを挙げ，生産費逓減の場合はその企業は世界
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的な独占企業になることが予想されるのであるから，保護は当然不要であるとしてい
る。
(5) このような主張はミードによってもなされている。 J.E.Meade, Trade and Wei-
fare, 1955, Oxford University Press, pp. 256~57. ミードがケムプより先にこの
点を指摘したの渡辺前掲論文237ページの御教示による。また G.M. Meier, Interna-
tional Trade and Develo_加 ent,1963, Harper, N. Y. p. 126麻田四郎 山宮不二
人訳『国際貿易と経済発展』 158ページ参照lo
(6) 渡辺，前掲論文， 239ページ
(7) 藤井，前掲書 118ページ
(8) W. M. Corden, Recent Development in the Theory of International Trade 
(Special Papers in International Economics No. 7) 1965, Princeton University, 
p. 64 
(9) Meier op. cit., p. 127 麻田山宮訳 158ページなおこれは Meierの脚注による
と N.Kaldorの主張であるという。
UOl この点において balancedgrowthの考え方，あるいは unbalancedgrowthの
考え方と保護貿易理論との間には興味のある関係がある。この問題については別稿に
おいて論じることを予定している。
皿 外部経済の測定の試みとしては内田忠夫，渡部経彦「外部経済の評価」 『世界経済
』,1958年5月号ここでは電力産業が各産業に与える外部経済が産業連関表を用いて
求められている。また， H.B.Chenery, "The Application of Investment Criteria" 
Quarterly Jonrnal of Economics, Vol. LXII (Feb. 1953) pp. 76~96. ここでは
イクリア，ギリシヤ両国について，いくつかの産業の社会的限界生産力という形で求
められている。
4. 幼稚産業創造の問題（ヌルクセ）
ヌルクセは『後進国の資本形成』において幼稚産業保護論は幼稚産業の創造 infant
creationすなわち資本供給の問題を看過しているという。「幼稚産業の創造が幼稚産業の
保護よりも先行しなければならない。人生と同様産業の一生においても，幼稚産業の保護
の最も完全な配備といえども幼稚産業が実際に誕生することを保証しないであろう。この
ためには優先的重要性をもった若千の処置が要求される。幼稚産業のための関税保護は，
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産業発展に必要な資本を創造するために殆んど何もしなかったから失敗したのである。1)」
そして「幼稚産業問題にかんする殆んどあらゆる叙述においては，その新しい保護産業の
設立に資本が利用可能だということが暗黙の中に仮定されているように思われる。現在の
低所得国においては資本の利用可能性はそのように当然の事と仮定することはできな
い。2)」
かくて， ミルーバステープルのテストに合格し，ケムプの基準を満たしても資本の供給
がなければ幼稚産業は設立されない。大体，今迄の叙述においては保護を与える以前にお
いて幼稚産業が存在していることが暗黙のうちに仮定されていたが，開発途上国において
は幼稚産業は当初存在せず，新規におこす産業が多い。したがって，新規におこす幼稚産
業に如何に必要な資本を供給しうるかが，総てのテストーあるいは基準に先行する重要な問
題となるのである。
しかし，もし輸入関税が資本供給に何かのルートを通じて貢献することが判明すれば幼
稚産業保護論はこの意味の幼稚産業創造を含むことになり，上記のヌルクセの批判は防が
れるであろう。そこで果して輸入関税が資本供給に貢献するかどうか次に調べてみよう。
第1の観点は関税工場 tarifffactoriesすなわち輸入関税を賦課すると，外国の製造
業者は課税国内に工場を作るようになり，その結果課税国の当該産業に対する資本の流入
が増加するという考え方である。この見方についてヌルクセは3)開発途上国は市場が狭い
から資本流入の誘因は小さいし，また過去において民間資本が国内市場向け生産を行なう
目的で低開発国に大量に移動した事実はなかったことを指摘している。これに対し，マイ
ヤーは次のようにいう4)。関税工場論は市場指向型産業の場合には有効であるし，関税が
原材料には賦課されず完成品にのみ賦課される場合は特に有効である。その上，既に輸入
していたのであるから市場はあるわけで，関税工場は資本ばかりでなく技術や経験をも同
時に入手することができる点において望ましい方法である。
第2の観点は消費財の輸入に関税を賦課することにより，投資財の輸入を増大させ資本
供給を増加させるという考え方である。この点はヌルクセが詳細に検討している5)。ヌル
クセにしたがって輸出と輸入が等しく，国民所得はインフレを伴わない完全雇用の水準に
ある，すなわち国際均衡と国内均衡がともに満されている場合を仮定しよう。このことは
次のように表わすことができる。
X=M+lf, S=l+IJ 
Xは輸出， M は消費財輸入， Ifは投資財輸入， Sは貯蓄，そして Iは国内からの投
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資で XとIとは一定と仮定しておこう。
さて，関税等によって消費財輸入 M が減少すると最初の式から当然投資財輸入 Ifが
増加しなければならない。しかしその場合貯蓄にかんする仮定によって異った結果が生じ
る。 2つの極端な場合について考えてみよう。
1つは消費財輸入の減少分だけ全体としての消費が減少し，したがって貯蓄が増加し，
要するにIfの増加分だけ貯蓄Sが増加するとしよう。この場合，国内均衡のバランスを
崩さず投資財輸入は資本形成に対する真の増加となる。
2は消費財輸入の減少が国内消費を増加させ，すなわち輸入品から国内品への代替が行
なわれて貯蓄 Sが全然増加しないとしよう。この場合国内投資Iがその分 (Ifの増加分）
だけ減少すれば国内均衡のバランスは崩れないが，資本形成には正味の増加が起らない。
しかし国内投資が減少しなければ，投資貯蓄のギャップは国内信用の拡張をひき起し，ィ
ンフレの結果生じる強制貯蓄の形において国内均衡を回復させるであろう。しかし，それ
は社会的苦痛が大きく不安定な資本調達の方法であり，しかもインプレは一般の貯蓄意欲
を低下させる意味においても効果的な方法とはいえないであろう。
以上関税による消費財輸入の制限が資本供給に貢献するのは国民所得の中から如何に多
くの貯蓄を抽き出すことができるかに依存している，そしてそのような国内貯蓄を増加さ
せる補完的な諸政策が成功するか否かに依存しているといえよう。
第3の観点はマンデルの定理で6), それはもし 1国が関税を賦課すればそれが如何に微
小な率であっても，それによって貿易が止り資本移動が代替するという理論である。マン
デルの定理は 1生産要素が完全な移動性を持つ場合におけるヘクシャー・オリーン定理の
理論的帰結であり，ヘクシャー・オリーン定理の批判の意味を持つ定理である。生産要素
が完全な国際間移動性を持つという点を除いてヘクシャー・オリーン定理の仮定が総て満
されているとしよう。さて，生産物価格，生産要素価格が両国間において完全に均等化さ
れている場合を想定しよう。関税はそれがごく僅少な率でも両国間の生産物価格を引離し
生産要素価格を引離すであろう。すなわち，関税は労働集約財を輸入している国（資本豊
富国）の実質賃金を引上げ，資本集約財を輸入している国（労働豊富国）7)の利子率（資本
の価格）を引上げるであろう。仮定によって資本は国際間において完全な移動性を持つの
で，第 1の国（資本豊富国）から第2の国（労働豊富国）の資本の移動が生じ，そしてこ
の移動は両国間において利子率および賃金率が均等化するまで進行するであろう。
同じことはストルパー・サムエルソン定理8)からも簡単に説明することができる。スト
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ルパー・サムエルソン定理によれば，• 関税は労働豊富国に対しては資本の相対価格を引上
げ，資本豊富国に対しては労働の相対価格を引上げる効果を持つ。したがって，資本が両
国間を自由に移動することができるとすれば，関税によって資本は資本豊富国から労働豊
富国へ移動するであろう。
このようにマンデルの定理によれば，もし課税国が労働豊富国（資本不足国）であれ
ば，関税の賦課は課税国の資本形成に有利に作用するであろう。しかし，マンデルの定理
のもとであるヘクシャー・オリーン定理は多くの仮定にもとずく高度の抽象によって得ら
れた結果であり，それが現実の国際貿易を必ずしも説明しないことはいうまでもないこと
である。例えば生産関数が両国同一の仮定，需要状態が両国同一の仮定等は幼稚産業の保
護を必要とするようないわば開発途上国とそうでない国との間では必ずしも満されないで
あろう。したがって，マンデルの定理から関税が資本形成に与える効果を単純に論じるこ
とができないのである。
第4の観点は政府がえた関税収入を幼稚産業に対する補助金として支出すれば，関税が
直接資本形成に役立つであろう。いままでは関税の輸入減少効果に注目してきたが，ここ
では関税の財政収入増加効果に注目するのである。そうするといままでのような禁止的関
税では，具合が悪く，非禁止的関税となるので，一方において輸入減少効果を通じての資
本形成を弱めることになるであろう。そして，この場合輸入需要の弾力性の小さい商品ほ
ど財政収入増加効果は大きく，資本形成に効果的であろう。
(1) R. Nurkse, Problems of Capital Formation in Underdeveloped Countries, 
1953, Blackwell, Oxford. p. 105, 土屋六郎訳『後進諸国の資本形成』 1955,巌松堂
153ペー ジ。
(2) Nurkse op. cit., p. 109, 邦訳 158ページ
(3) Nurkse op. cit., p. 106, 邦訳 154~5ページ
(4) Meier op. cit., pp. 123~4, 邦訳 154~5ページ
(5) Nurkse op. cit., pp.109~116邦訳 159~169. この第2の観点の本文における説
明はヌルクセのこのところの要約である。
(6) R. A. Mundell, "International Trade and Factor Mobility." American Eco-
nomic Review, Vol. XLVIT, (June, 1957) pp. 321~35, また Meier,op. cit., pp. 
122~23. 邦訳 152~53ページ参照。
(7) ヘクシャー・オリーン・モデルにおいて資本豊富国が必ずしも労働集約財を輸入
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する国（労働集約財の比較生産費の高い，資本集約財の比較生産費の低い国）とはい
えない場合があり，同様に労働豊富国が必ずしも資本集約財を輸入する国とはいえな
い場合がある。それは生産物相対価格と生産要素相対価格とは 1対1の対応関係にあ
るが，生産要素価格と生産要素の相対的存在盤とは1対一定領域が対応しており，も
し両国の領域が重なっている場合には資本豊富国でも労働の相対価格が安く労働集約
財に比較優位を持つというケースが生じる。しかしそれはいわば例外的な場合であ
る。
(8) W. F. Stolper and P.A. Samuelson, "Protection and Real Wages", Review 
of Economic Studies, Vol. IX (Nov. 1941), pp. 58~73. reprinted in Readings 
in the Theory of International Trade. ed. by H. S. Ellis and L. A. Metzler,・ 
1953, Allen and Unwin, London, pp. 333~357. また，山本〔2〕pp. 121~123参
照。
5. その他の問題点
いままで，第2, 3, 4の各節において幼稚産業の選定にかんするいくつかの条件や，
幼稚産業の保護がその創造をもたらすかといった問題を考察してきた。このような条件は
いろいろの問題を含むとはいえ，幼稚産業の範囲をかなり狭いものにしたのであった。
この節では幼稚産業保談論に対するそれ以外の批判的見解を挙げてみよう。
先ず，ヴァイナーは幼稚産業保護論は理論的妥当性については異議はないが， 歴史
的，実践的根拠から次のような点を指摘する。 「(1)保護を受けるべき産業の選択が，しば
しば恣意的あるいは非合理的であった。 (2)ひとたびなんらかの理由で保護貿易がゆるされ
れば，でたらめな保護貿易に門戸を開放する。 (3)特定産業に対する保護は，保護が刺戟し
ようとする真の経済的独立をかえって窒息させたり，あるいは遅れさせたりし易い。なん
となればその産業に従事している人びとに対し，えてして起りがちな怠情，非能率という
結果を容認する隠れ場，あるいは制限的な独占に対する保護を与えるからである。 (4)過去
の経験において，産業がもはや保護を必要としなくなるか，あるいは産業が人為的支持な
しに活動しうる能力が永久にないことが明らかになるか，そのいずれかの結果として保護
が撤廃されるかわりに，概して保護が永続的に行なわれる傾向がある。1)」
ハーシュマンは2)また従来開発途上国においては輸入が経済発展を阻害する役割が特に
強調されてきたが，輸入には経済発展を促進する役割があるという。
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経済発展に対する困難の 1つは市場にかんする知識の欠除と市場の不確実性である。し
かし，輸入が行なわれているという事実はそこに市場の存在することの証拠であり，また，
輸入は初期段階で見られる消費者の抵抗を排除し，消費者を輸入品に馴致させるであろう。
このように輸入は市場の不確実性を除くとともに販売費用を削減し，そうすることによっ
て国内生産開始の場合，採算が合うような状態に近付けるのである。かくて，ハーシュマ
ンは少くとも幼稚産業の創造期においては幼稚産業保護と全く逆の手段が採られなければ
ならないという。すなわち，「もし特定産業についてその実現基盤を準備しようとすれば，
それ以外の商品の輸入制限を行ない，人為的に輸入需要をその特定商品にふり向けること
によって，（この麻品が）やがて国内で生産されるのを促すべきなのである」13)。 このよ
うにハーシュマンは幼稚産業の発展の総ての段階で保護が有害であるといっているのでは
ない。しかし，少くとも設立される以前の時期すなわち創造期には反って有害であるとい
っているのである。
さて，次に保護が行なわれるべきであるとしても，輸入関税はそれが容易な方法である
とはいえ唯一の方法ではない。保護政策はまた輸出補助金（奨励金）によってもなされる。
輸入関税と輸出補助金との効果を比較してみよう。第1図第2図と同様に通常の需要，
供給曲線が用いて考察しよう。第4図において，自由貿易時この国はX財の Xaを消費す
ることができ，うち Ox,を国内生産，硲Xaを輸入に仰いでいる。禁止的関税によって蒙
る損失はミルーバステープルのテストのところで示したように ABC(=a+(i)の面積で
示される。次に，輸出補助金を考えよう。それはこの財の供給価格を補助金分だけ引下げ
るため，図では国内供給曲線 Sを下方ヘシフトさせる。いま，先の関税の場合と同じ国
内生産増加効果を求めるとすれば牡へ引上げる必要があり，国内供給曲線を S'までシ
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フトさせることになるであろう。その場合，補助金の支出額は AIFEの平行4辺形面の
積で表わされ一方，国内供給の増加にともなう生産者余剰の増加は IFECの面積で表わ
されるから正味の損失は両者の差 AIC(=a)である。すなわち， a面積だけ国際的に生
産費が高くついているのに政府の負担でカバーしているのである。次に，先の関税の場合
と同じ輸入減少効果を求めるならば，国内生産をなへ引上げる必要があり，国内供給曲
線をS までシフトさせることになるであろう。同様にその場合の損失は HBC(=a+f)
+r)の面積で表わされる。かくて，それぞれの場合の経済的損失の面積を比較して次の
ことがいえるであろう。 (1)-定の国内生産を増加させる目的からは関税より補助金の方が
望ましい。 (2)一定の輸入を減少させる目的からは関税の方が補助金より望ましい4)。幼稚
産業保護論は輸入の減少よりも，幼稚産業の育成という成長効果を意図したものであるか
ら，上記の結果から関税よりも補助金による方が有利であるといえよう。その上，ヴァイ
ナーが指摘する5)ように産業が未成熟な間は関税によるより補助金によって援助する方
が，援助の費用がより明白で計算しうるという点において得策であるかもしれない。しか
し，関税と補助金との比較の最後に1つ指摘しておきたいことは開発途上国の関税は財政
関税としての役割を大きく持っており， 1国家の収入源としての財政関税のウェイトが大き
いことである。したがって「関税なくして補助金なし」といえるのであって，この点を考
慮すると関税の方が基本的重要性を持つといえよう。 6)
最後に関税や補助金と違って，純粋に国内的で無差別的（産業間の差別をしない意味
で）な諸政策によって同様の効果がえられないであろうか。先に，ケムプの基準に関して
外部経済を創造するような幼稚企業あるいは産業に対してこそ保護の必要のあることを明
らかにした。ジョンソンはこのような私的収益と社会的収益のかい離は特に開発途上国に
おいては次の理由に生じると考えられ，そして，次のような代替的諸政策があるという 7)。
第1に，知識の獲得，生産技術の修得等いわば人的投資の果実は物理的投資の場合と違
って，投資をした人以外の以外の利用者によっても利用できるものである。このような場
合，政府のとるべき政策は技術修得過程それ自体を助成することであり，先発企業に融資
したり各種の支援を与えることである。
第2に，生産技術の多くは労働の熟練さに含まれるものであるが，それは現行の職場訓
練においては使用者側の費用で労働者に熟練さといういわば財産を与えるものである。す
なわち，使用者が労働者に対して外部経済を創造しているのである。この場合適切な政策
は政府が職場訓練を援助するか，あるいは労働者に対して，職場訓練によってえられる将
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来の高所得から現在の訓練の費用をまかなうような制度を確立させることである。
第 3に，資本市場の不完全性のため，初期の投資の費用が著しく大きく，殊に初期に大
規模な設備を必要とする場合に幼稚産業の条件を満たす場合があるだろう。しかし，その
ような場合でも資本市場の育成によって，かかる企業が資本調達を容易にするような政策
が考えられる。資本市場の育成整備は先のケムプの基準の適用に役立つものであり，保護
の範囲を狭くするであろう。
このような代替的国内政策は関税や補助金と違って相手国を刺戟せず，また国内の産業
間の摩擦を生じせしめないという意味において望ましいといえよう。
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（付記）小稿は前に発表した「保護貿易理論にかんする若干の覚書」関西大学『経済論集
第16巻第2号 (1966年6月）の 1部 (196~199ページ）と若千重複していること
をことわっておきたい。 小稿執箪後， 小田正雄氏の好意によリ H.G. Grubel, 
"The Anatomy of Classical and Modern Infant Industry Arguments", 
Weltwirtschaftliches Archiv, Vol. No.2, 1966 pp. 325~343. を知った。その
前半は小稿と類似の分析を打つていることを付記しておきたい。
50 
